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I。 問題の所在と目的
第 1節 法的背景
我が国は、2007年に障害者の権利条約に署名 し、それ以降、様々な障
害者施策の改正等の法整備が行われてきた。20H年には、障害者基本法
が改正され、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人
権を享有するかけがえのない個人として尊重され、障害の有無によつて
分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重 し合いながら共生す
る社会の実現を目指すための指針が示された。同法第 16条では、国及
び地方公共団体が、障害者に、その年齢及び能力に応 じ、かつ、その特
性を踏まえた十分な教育を受けることができるように、可能な限り障害
者である児童生徒が障害者でない児童生徒 と共に教育を受けられるよ
う配慮 し、必要な施策を講 じることを定めている。 さらに、同法では、
障害者の定義の中に新たに「発達障害」が含められ、近年、発達障害の
ある人を支えるための法整備や支援体制も急速に整えられている。それ
らに伴い、2007年より実施されている特別支援教育がさらに推進され、
共に学び生活するためにインクルーシブ教育システムを作 り上げるこ
とがよリー層必要となつている。
文部科学省(2012)の「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シ
ステム構築のための特別支援教育の推進 (報告)」 では、個別の教育的
ニーズのある幼児児童生徒へ、自立と社会参加を見据えた、教育的ニー
ズに応えるための指導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備するこ
とが重要であり、小中学校における通常の学級、通級による指導、特別
支援学級、特別支援学校といった、連続性のある「多様な学びの場」を
用意 しておくことの必要性が明確に示された。そして同報告では、学校
において、次代を担 う子どもに対する、インクルーシブな社会の構築に
つながるために重要なこととして、以下の3点を挙げている。
①障害のある子どもが、その能力や可能性を最大限に伸ばし、自立して
社会参加ができるよう、医療、保健、福祉、労働等との連携を強化 し、
社会全体の様々な機能を活用し、十分な教育が受けられるように、障害
のある子どもの教育の充実を図ること。
②障害のある子どもが、地域社会の中で積極的に活動 し、その一員とし
て豊かに生きることができるよう、地域の同世代の子どもや人々の交流
等を通し、地域での生活基盤を形成するため、可能な限り共に学ぶこと
ができるよう配慮すること。
③障害者理解を推進することによって、周囲の人々が、障害のある人や
子どもと共に学び合い生きる中で、公平性を確保 しつつ社会の構成員と
しての基礎を作ること。
そのため、特別支援教育の推進を行い、障害のある児童生徒と障害の
ない児童生徒が、できるだけ同じ場で共に学ぶことができる環境の整備
や専門性のある人材を確保 していくことが、これからの大きな課題とな
るだろう。
2014年1月に障害者権利条約が批准され、同条約の 24条には、人間
の潜在能力並びに尊厳及び自己の価値についての意識を十分に発達さ
せ、並びに人権、基本的自由及び人間の多様性の尊重を強化すること、
障害のある者が、人格、才能、創造力、精神的及び身体的な能力を可能
な限り発達できること、障害のある者が自由な社会に効果的に参力日でき
ることが示された。また、2016年4月に施行される、障害を理由とする
差別の解消の推進に関する法律により、学校における「障害を理由とす
る不当な差別的取扱いの禁止」と「合理的配慮の提供」が義務化され、
今後、学校の支援体制のさらなる強化や個々の教員の専門性の向上が望
まれている。
第 2節 学校と障害理解
特別な支援を必要とする児童生徒と共に学び生活ができるようにす
るためには、その児童生徒が抱える困難さを把握 し、物理的な壁を取り
払 うための環境の整備や、必要な支援を受けることができるための支援
体制の整備、そして、心理的な壁を取り払い、お互いの障害に対する適
切な理解 (以下、障害理解)を促進するための障害理解の促進が不可欠
だと考えられる。特に、障害理解の促進は、授業のみで理解を促すだけ
ではなく、児童の様々な要因 (例えば、定型発達の児童生徒の発達の状
態や育ってきた環境等)を踏まえ、それらを考慮 しながら適切な方法で
障害理解を促進 していくことが求められる。
障害理解は、障害に関する科学的認識をもつことが大きな特徴とされ
ており(徳田・水野、2005)、芝田 (2013)は、障害理解に関して、憲法
11条の「基本的人権」や教育基本法にある「個人の尊厳」等の個々の違
いを相互に容認 していくという人間理解が必要であると同時に、それが
障害理解を促す土台となると述べている。また、徳田。水野 (2005)は、
子どもの障害に対する価値観は親や保育者、教師等の周 りの大人の対応
に大きく影響され、特に子どもの年齢が小さい場合には、親の障害に対
する価値観が直接的に子 どもの障害理解に結びついていくことを述べ
ている。
これらのことからも、子どもの障害観や、その基礎となる人間理解の
土台は、親の価値観や養育環境等児童が育ってきた背景に大きく影響し
ているのではないかと推察できる。また、それらの中には、差別や偏見
等歪められた理解等が含まれている可能性もあり、芝田 (2013)は、学
校においてしつか りとした障害理解を促す教育 (以下、障害理解教育)
を行つていたとしても、家庭において障害に対する不適切な言動があれ
ば、その意義は大きく低下してしまうと指摘 している。そのため、学校
で、障害理解教育を行 うと同時に保護者に対しても障害理解を促進する
ための働きかけを行つていくことは、定型発達の児童生徒の障害理解を
より深めるために有効であると考えられる。
児童の障害理解を促進する働きかけとして、学校では、共に学び合 う
中でお互いの理解を促進するために、「交流及び共同学習」が積極的に
取 り入れ られている。 しかし、富永(2011)は、これらの取組みは、障害
理解そのものに本格的に取組むとい う姿勢が曖味になって しまうケー
スがあると述べてお り、障害についての認識の形成への取組みが不十分
になつてしまう可能性を指摘している。また、児童生徒の障害理解を促
進するために、学校において行われている様々な体験においても同様で
あり、形式的なものや、ただの恐怖体験で終わつてしまい、かえって障
害理解を遠ざけてしまうということも少なくないだろう。さらに、金子
(2011)は、教員障害理解の程度が、児童や保護者の障害理解にも影響し
ていると述べており、教員の人間理解や障害理解や障害理解教育に対す
る知識や理解をより高めることも児童の障害理解を促進するためには
必要である。
近年では、就学相談の制度も定着し、保護者と保育園や幼稚園が小学
校と相談を行い、特別支援学校に在籍するか、それとも通常学校の通常
学級か特別支援学級に在籍するかを、決められるようになっている。障
害のある子を抱える保護者は、わが子の将来を考え、可能な限り地域の
学校に入学し、生きる力を養っていくことができることを望み、地域の
学校に入学をしてくる児童もたくさん見受けられる。金子(2011)は、保
護者は自ら進路を決定しても、不安や葛藤を抱えており、教員はそのこ
とを考慮しながら、保護者を支える姿勢が大切であることを示唆してい
る。
第 3節 障害に関する意識調査
2014年に、株式会社 WINGLEが会員 330名と一般の 20～30代の男女
300名を対象に行つた 「発達障害に関する意識調査」では、周囲から理
解されていると感 じている保護者は 3割と少なく、6割以上の人が、発
達障害について名前以上の知識を持つていないことが明らかになつて
いる。また、2012年に行われた全国の20歳以上の 3000人を対象とした
内閣府による「障害者に関する世論調査」では、障害のある人に対して
障害を理由とした差別や偏見があると思 うか、という質問に「ある」回
答した人の割合は 89。2%と依然と多く、同様に法務省が行つた「人権擁
護に関する世論調査」においては、障害者に関する人権問題において起
きているものとして、「じろじろ見られたり,避けられた りすること」
や、「差別的な言動をされること」、「職場,学校等で嫌がらせやいじめ
を受けること」等の項 目が上位を占めている。
教育現場においても、長年にわたつて「ガイジ」や 「ポイジ」等の差
別語が確認されお り、学校の中で児童生徒の障害理解を促進するための
取組みを推進することや (毎日新聞、2015)、家庭や地域と連携を行いな
がら、子ども一人一人が大事にされる環境を作 り、児童同士がお互いを
大切に思い合 うことのできる環境を整えていくことが必要である。その
ために、学校と保護者が同じ方向性を持ち、児童の人間理解教育や障害
理解の促進を行つていくことが必要であり、学校において、保護者が人
間の多様性や障害理解を見つめ直すための機会や、働きかけを行 うこと
が必要であると考えられる。
第 4節 本研究の目的
金子 (2011)が発達障害のある児童の保護者に対して、学校に望む障
害理解についてインタビュー調査を行つた研究では、学校現場において、
「教員の障害理解」や 「連携」、そして、「適切な障害理解教育」を求め
る声が上がってお り、まだ周囲への障害理解を促す環境が整っていない
ことが明らかになっている。また、中学校において保護者・地域に発達
障害に関する障害理解の啓発状況を調査した研究では、実施状況は低く、
「何をしていいのかわからない」や 「必要性がない」とい う回答も見受
けられ (松田 0芝田、2014)、保護者への障害理解の働きかけの必要性
はまだ中学校ではあまり浸透 していないということがわかる。障害理解
教育に関して述べた研究は多く見受けられるが、保護者の障害理解を促
進するために、学校が行つている働きかけに関して調査を行つた研究は
少なく、特に、人間理解を高めていくことを基礎とする小学校段階にお
いて、保護者に対する障害理解を促進する働きかけについての実施現状
を把握する必要があると考えられる。
そこで本研究では、保護者の障害理解を促進するために、学校はどの
ような働きかけを行えばよいのか、その在 り方を明らかにすることを目
的とする。
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Ⅱ。研 究 1
1節 調査 目的及び方法
調査目的
調査 目的は、小学校が特別支援教育の推進のために行 つている取組み
及び、保護者 の障害理解 を促進す るために働 きかけをお こなっているか
実態を把握す ることである。
2.調査対象
調査対象は、X県の A市とB市にある 6区中 A市に隣接す る 3区であ
調査手法
調査手法は、郵送による質問紙調査である。対象校宛に、調査依頼文、
質問紙、返信用封筒を送付し、回収を行つた。回答者は、送付先の学校
長に指名された者で、校内の特別支援教育についての取組みをよく把握
している教諭とした。回答方法は 2件法及び 4件法による項 目、1つ選
択可能な項目、複数選択可能な項 目である。
4.調査内容
調査内容は、小学校が行つている特別支援教育に関する取組みに関す
る内容 6項目と、保護者とのかかわりに関する内容 4項目である。質問
紙の作成に当たつては、特別支援教育を専門としている大学教授や大学
院生数名と内容を吟味した後、より妥当性を得るために、教育委員会の
方や現職の学校長数名に助言を頂いた。また、選択回答の項目について
は、今枝・金森 (2014)、松田・芝田 (2014)の調査結果を参考に作成
した。質問紙上においては、回答者が回答 しやすいように、「障害理解」
という言葉ではなく、「特別な支援を必要とする児童への理解」として
いる。以下に、その概略を示す。
1)特別支援教育に関する取組み
①特別支援教育等の言葉の教育現場への浸透度
②教員の行つている言葉かけや支援と連携
③定型発達の児童の特別な支援を必要とする児童に対する受容性
④教員の障害理解促進のための研修実施とその内容
⑤児童の障害理解促進するための取組み
2)保護者とのかかわり
①保護者の障害理解の必要性
②特別な支援を必要とする児童の保護者からの要望
③学校が行いやすい保護者の障害理解を促進するための取組み
5。 調査期間
調査期間は、2015年5月～8月である。
6.回収率
回収率は、質問紙を送付した75校中41校からの返送を得ることがで
き(回収率 54.7%)、そのうち有効回答は、38校(50。7%)であった。有
効回答以外の3校については、小規模校であり特別支援学級がない学校
や、筆者の説明不足により回答方法に不備があつたため、有効回答に含
めることができなかつた。
第 2節 結果及び考察
1)特別支援教育に関する取組み
①特別支援教育等の言葉の教育現場への浸透度
「特別支援教育」という言葉の浸透度は38校中38校が 「浸透 してい
る」と回答 し浸透率は 100.0%であつた。また、「インクルーシブ教育」
という言葉は、38校中 11校が「浸透 している」と回答 し浸透率は 28。9%
であつた。
結果より、「特別支援教育」という言葉の浸透度は、「インクルーシブ
教育」という言葉に比べてはるかに低かった。これより、現在の教育現
場においては、「特別支援教育」という言葉がよく使われており、「イン
クルーシブ教育」という言葉は、まだ、あまり使われていないことが分
かつた。文部科学省(2012)は「共生社会の形成に向けたインクルーシブ
教育システム構築のための特別支援教育の推進 (報告)」 の「1.共生社
会の形成に向けて」において、共生社会の形成には、障害者権利条約に
基づくインクルーシブ教育システムの理念が重要であり、その構築には
特別支援教育を着実に進める必要があることを述べている。今回の結果
より、現在の教育現場においては、インクルーシブ教育を構築するため
に必要な特別支援教育が着実に浸透 してきているのではないかと推察
できる。そのため、今後、特別支援教育の視点をさらに広げ、環境面の
配慮や支援体制等をより柔軟に対応 していく中でインクルーシブ教育
を推進 していくことが必要となるだろう。
②教員の行つている言葉かけや支援と連携
「教員の方々は特別な支援を必要とする児童に対 して言葉かけや支援
を行つていますか」という質問に対して「よくある」と回答 した学校が
38校中37校(97.4%)、「たまにある」と回答 した学校が 1校(2.6%)で
あった。また、「特別な支援を必要とする児童の学級担任の方は、その
児童の保護者や特別支援教育コーディネーターの方等 と連携を行つて
いますか」という質問に対して 「よくある」と回答 した学校が 38校中
34校(89.5%)、「たまにある」と回答した学校が 38校中 4校(10。5%)
であつた。
結果より、教員の特別な支援を必要とする児童に対する言葉かけや支
援の有無について、すべての学校が「ある」と回答 し、日頃から、校内
において教員が特別な支援を必要とする児童に対 して声かけや支援を
している姿を目にする機会が多いということが推察される。また、連携
の有無についても、すべての学校が 「ある」と回答 し、特別な支援を必
要とする児童の学級担任は、その児童の保護者や特別支援教育コーディ
ネーターとよく連携 していることが分かつた。これらのことより、校内
において、学校長や特別支援教育コーディネーターを中心に、校内体制
が整備されており、そのため、積極的に連携を行える環境が作られてい
ると考えられる。その中で、児童の個に応 じた言葉かけや支援の方法を
共有することができ、教員一人一人が自信をもつて言葉かけや支援を行
うことができることが、言葉かけや支援が「よくある」と回答 した学校
の割合が 97。4%という高い結果につながったのではないかと考えられ
る。
③定型発達の児童の特別な支援を必要とする児童に対する受容性
「子どもたちは、特別な支援を必要とする児童と一緒に楽しく遊んで
いますか」という質問に対して、「よくある」と回答した学校が 38校中
31校(81.6%)、「たまにある」と回答した学校が 38校中 7校(18.4%)
であった。また、「子どもたちは、特別な支援を必要とする児童が困つ
ている時、必要な支援を行つていますか」という質問に対 して、「よく
ある」と回答した学校が 38校中 26校(68.4%)、「たまにある」と回答
した学校が 38校中 11校(29.0%)、「あまりない」と回答 した学校が 1
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校(2.6%)であった (Figurel)。
露よくある
恭たまにある
鐘あまりない
■ない
Figurel 定型発達の児童か らの支援
結果 よ り、「子 どもたちは、特別 な支援 を必要 とす る児童 と一緒 に楽
しく遊んでいますか」 とい う質問に対 してすべての学校が 「ある」 と回
答 していた。 これ よ り、児童がお互いに楽 しく遊んでいる様子 をよく目
に していることが推察できる。また、子 どもたちは、特別 な支援 を必要
とする児童が困つている時、必要な支援 を行っていますか」 とい う質問
に対 して、「ある」と回答 した学校 の割合が 97.4%であった。これ よ り、
定型発達の児童は、特別な支援 を必要 とす る児童 と日頃か らかかわ りを
もち、困つてい る時には支 えよ うとす る意識が高い ことが推察できる。
しか し、「子 どもたちは、特別 な支援 を必要 とす る児童が困つている時、
必要な支援 を行 つていますか」 とい う質問では、「子 どもたちは、特別
な支援 を必要 とす る児童 と一緒に楽 しく遊んでいますか」 とい う質問よ
りも、「よくある」の回答率が低 く、定型発達の児童 は、「支援 をす る」
とい うことについて、「一緒 に遊ぶ」 よ りも難 しく感 じてい る可能性 が
考えられ る。そのため、学級の中で、お互いに どんな時に困るか、 どん
な風に支 えて もらいたいか具体的な方法を考える機会 を設 ける等、お互
いが困つた時に何 を してほ しいか伝 え られ る関係性 を築けるよ うに、言
語活動や個 々の児童の社会性 を向上 させてい くことが必要であろ う。
④教員の障害理解促進のための研修実施 とその内容
「学校の中で教員の方々の特別な支援を必要とする児童に対する肯定
的な理解や支援方法を促すための研修等を行つていますか」とい う質問
に対して、「行つている」と回答 した学校が 38校中38校(100.0%)であ
った。また、行つている研修内容 (複数選択)として、「特別支援学校の
授業の見学」は 7校、「実践事例等の紹介」が29校、「講師による話 (特
別支援教育の現状や基本的な指導法等)」 が 37校であった(Figure2)。
その他として得られた回答を以下に示す。
・研究授業や公開授業 (ユニバーサルデザイン、特別支援学級 )
・教育センターによる訪問指導
・ソーシャルスキル トレーニング
・ケース会議
・定期的な情報共有及び共通理解
0特別支援学校の児童との地域交流
・全教員による個別の指導計画の作成
・児童理解研修
Figure2 研修の内容 (複数回答)
結果より、校内で教員の障害についての知識や支援の方法等を促す研
修については、質問紙を送付したすべての小学校が行つていた。このよ
うな研修体制が確立されていることが、教員の特別支援教育についての
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理解や意識 を高め、児童への支援や連携へ とつながつている と考 えられ
る。また、行われている研修内容 については、校 内で行 うことが可能で、
すべての教員が参加 しやす く、学校の実態や児童の様子等に合 ったもの
が多かった。 しか し、実践的な支援や授業については、特別支援学校 と
連携 し、研修 を行 う方がよ り現場に即 した知識や工夫 を得 ることが可能
である。そのため、今後は、特別支援学校 のセ ンター的機能 を活用 し、
特別支援学校 の方 に授業研究に入 つて もらう工夫 を行 ってい くことで、
より教員の専門性 を高めることにつながるだろ う。
⑤児童の障害理解促進す るための取組み
「学校の中で、児童の特別な支援 を必要 とす る児童への肯定的な理解
を深める取組みを行 つていますか」とい う質問について、「行 つている」
と回答 した学校が 38校中 38校(100。0%)であつた。
「学校 で特別 な支援 を必要 としてい る児童への肯定的な理解 を促す
働 きかけ として行 いやすい と感 じるものに○を付 けて くだ さい (複数回
答可)」 とい う質問について、最 も多かった ものが「交流及び共同学習」
であ り38校中 35校、次に 「専門家の講演」であ り38校中 25校、「子
どもの様子等の説明」は 38校中 24校であつた。また、38校中 9校が「障
害シ ミュ レー シ ョン体験」、「ビデオや読書教材 での説明」、38校中 8校
が 「障害のある人の講演」、38校中 3校が 「保護者 の講演」、「パ ンフ レ
ッ トの配布」 を選択 していた (Figure3)。さらに、その他で得 られた回
答 として以下に示す。
・ 特別支援学級についての学習 (特性 を示 した 自作の紙芝居 )
。学年集会等での特別支援学級の説明
・総合で作業所や施設の方 と交流
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・読書教材 を用いた授業
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Figure3 児童に行いやすい働きかけ(複数回答)
結果 よ り、児童への障害理解 を促進す る取組みは、すべての学校が行
つてお り、その中で最 も取組みやすいものが「交流及び共同学習」や「児
童の様子の説 明」等、実際に学校生活 を共に している児童 に関す る取組
みが上位 に見 られた。 これ よ り、特定の障害について理解 を促進す る傾
向が高いことが推察できる。 しか し、特定の障害のみではな く、人間理
解 に基づ く障害理解 も求め られ る。そのため、特定の障害への理解 を促
す とともに、そ こか ら、人間理解や他の障害の理解へ とつなげてい くこ
とが必要であると考 え られ る。
2)保護者 とのかかわ り
①保護者の障害理解の必要性
「保護者の方の特別な支援を必要とする児童への理解は必要と感 じま
すか」という質問に対 して、「感 じる」と回答 した学校が 38校中 38校
(100,0%)であつた。「保護者の方に特別な支援を必要とする児童への理
解を促すために学校が働きかけを行 うことが必要か」という質問に対し
て「必要である」と回答 した学校が 38校中38校(100.0%)であり、「実
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際に働 きかけを行 つている」 と回答 した学校が 38校中 33校(86.8%)で
あった。また、「行 つていない」 と回答 した学校 の理 由として、「取 り扱
いが難 しい」 と回答 した学校が 5校中 4校、「対象児の保護者が求めて
いない」と回答 した学校 が 5校中 4校、「何 を して良いのかわか らない」
と回答 した学校が 5校中 1校であった。
結果 よ り、すべての学校が保護者の障害理解が必要であると感 じてお
り、そのために学校が働 きかけを行 うことが必要であると回答 している。
しか し、その中のすべての学校が実際に働 きかけを行 つてい るとい う結
果ではなかった。働 きかけを行 つていない学校の主な理 由としては、「取
り扱いが難 しい」 とい う回答が多 く、次いで 「対象児の保護者 が求めて
いない」 とい う回答が多かった。「内容 の取 り扱 い」に関 しては、十分
な配慮 を必要 とす るため、 どの よ うな内容 を どの よ うに伝 えてい くか、
学校長や特別支援教育 コーデ ィネーター、必要に応 じで、特別 な支援 を
必要 とす る児童 の保護者 とよ く話 し合い内容 の吟味 を行 う必要がある
だろ う。「対象児 の保護者 が求めていない」 ことに関 しては、保護者 の
積極性や保護者 の障害受容 の程度等様 々な要因が考 えることができる。
しか し、学校が保護者 に対 して障害理解 を促進す る働 きかけを行 うこと
は、文部科学省 (2005)の「特別支援教育を推進す るための制度の在 り方
について」において、児童や保護者の協力 を得 るために障害理解 を促進
す ることが必要であると示 されてお り、特定の障害の理解 を促進す るこ
とも大切であるが、人間理解や一般的な障害の考 え方について理解 を促
進す る等の働 きかけを行 つてい くことも必要である。
また、1-⑤の 「児童 の障害理解 を促進す るための取組み」 (p.13)よ
り、すべての学校が児童の障害理解 を促進す る取組み を行 つてお り、行
いやす い取組み を複数回答 で回答 して もらつた ものの 中には実際 に行
つている取組みが含まれていることが推察できる。 これ らの取組みの状
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況や、その時の児童の様子やその後の変化 を、保護者 に伝 えてい くこと
で、定型発達の保護者 の障害についての考 え方 を見直す契機や特別 な支
援 を必要 とす る児童 の保護者 が障害受容 を前 向きに考 えることができ
るよ うな環境 を作 りだす ことも期待できる。
そのため、学級担任 は児童が学校で学習 した障害理解 に関す る授業の
内容や体験 した事 について、学級通信等で知 らせ ることや、保護者会で
伝 えた りしてい く中で、学校や学級の保護者 の障害理解 を促進 しなが ら、
特別 な支援 を必要 とす る児童 の保護者 と信頼 関係 を作 つてい くことが
求め られ るだろ う。
②特別な支援を必要とする児童の保護者からの要望
「特別な支援を必要とする児童の保護者から、周囲への理解を促 して
ほしい等の要望があるか」という質問に対 して、「よくある」と回答 し
た学校が 38校中3校(7.8%)、「たまにある」と回答 した学校が 38校中
29校(76.3%)、「ない」と回答した学校が 38校中6校(15。8%)であった
(Figure4)。
目よくある
嵐たまにある
霊ない
Figure4 障害のある児童の保護者から周囲への障害理解促進の要望
これらの結果より、「よくある」とい う回答 した学校においては、学
校の中で保護者が不安や要望を伝える環境ができていることや、特別な
支援を必要とする児童の保護者の積極性が高いことが考えられる。「な
16
い」 と回答 した学校 については、不安や要望 を出す必要性 がない環境で
あるこ とや保護者 の積極性 があま り高 くないのではないか等 の要 因が
考 え られ る。「たまにある」に関 しては、今回の調査 において、それ ら
の要望がいつの時期 に出るか、どのよ うな内容が多いか等の詳細まで尋
ねることができていないため深 く言及す ることはできない と考 える。
③学校が行いやすい保護者の障害理解 を促進す るための取組み
「学校か ら保護者 の方へ特別 な支援 を必要 とす る児童 に対す る肯定的
な理解 を促す働 きか け として行 いやすい と感 じるもの に○ を付 けて く
だ さい (複数回答可)」 とい う質問に対 して、最 も多かったのが 「保護者
会等での説明・啓発」であ り38校中 31校、次に 「特別支援学級等の紹
介」であ り38校中 26校、「学校便 り・学級通信等」が 38校中 24校で
あった。また、38校中 17校が 「パ ンフ レッ トの配布」、38校中 9校が
「保護者の交流会」、38校中8校が「保護者 の講演」であつた (Figure5)。
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Figure 5 保護者の障害理解促進のために行いやすい取組み
さらに、その他の回答 として得 られたものに 「授業参観」があった。
結果 よ り、学校が保護者の障害理解 を促進す るために行いやすい取組
み として、「保護者会等での説明」や 「学校便 り 。通信等」が上位 に見
受 け られた。「特別支援学級 の紹介」において も、行 う手段 としては、
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保護者会や学校通信等が考え られ、保護者会や通信等は、比較的行われ
る頻度や配布 され る頻度が高 く、保護者への働 きかけ としては とて も良
い機会であると考え られ る。少数であるけれ ども、保護者 同士の交流会
や特別 な支援 を必要 とす る保護者 の講演 を行 つている所 もあ り、これに
関 しては、当該保護者 の積極性や、障害受容の程度、教員 との信頼関係
等 を考慮す る必要があると考え られ る。
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Ⅲ。研究 2
1節 調査 目的及び方法
調査 目的
調査目的は、研究 1の結果を踏まえ、学校が行つている障害理解を促
進するための取組みや、保護者の障害理解を促すために行つている取組
みの内容を調査することである。
2.調査対象
調査対象は、研究 1の結果より、定型発達の児童の保護者に対して働
きかけを行つていると回答のあった学校であり、A市が 2校、B市が 1
校である(以下 【Al】、【A2】、【Bl】と示す)。 対象校の選定は、研究 1の
質問紙の項目「2.保護者 とのかかわり」の②より、特別な支援を必要
とする児童の保護者からの要望が、「よくある」と回答した学校、「たま
にある」と回答した学校、「ない」と回答 した学校から 1校を選び、了
承を得られた学校である。「よくある」と回答 した学校が 【Al】であり、
回答者は特別支援教育コーディネーター、「たまにある」と回答 した学
校が 【A2】であり回答者は、学校長、「ない」と回答 した学校が 【Bl】
であり、回答者は、特別支援学級の担任である。
3.調査手法
調査方法は、調査者が学校へ出向き、研究のねらいや個人情報の取り
扱い等についてのインフォーム ドコンセン トを行い、半構造化面接の方
法によリインタビュー調査を行つた。また、その際、回答者の許可を得
て、レコーダーでインタビューの内容を録音した。
4.調査内容
調査内容は、郵送 したアンケー トをもとに、学校で特別支援教育を推
進するために行つている具体的な働きかけ、健常児童の保護者に障害理
解を促進するために行っている具体的な働きかけについてである。
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聞き取 り調査の質問項 目を以下に示す。
(1)特別な支援 を必要 とす る児童 に対 して行 う言葉かけや支援
(2)教員の知識や理解 を促進す るための具体的な研修 内容
(3)学校内や学校外での連携
(4)定型発達の児童の障害理解 を促進す るための取組み
(5)保護者 の障害理解促進 に向けた働 きかけ
5.調査時期
調査時期は、2015年8月～9月であつた。
6。 分析方法
【Al】、【A2】、【Bl】で聞き取つた回答から、障害理解を促進するのに
有効と思われるキーワー ドを抽出し、そのキーワー ドに関連する取組み
の内容や、それらによつて生じた変化に着日し分析を行 う。その際、個々
の学校や自治体で行つている独自の取組みについても取上げ、環境的な
要因についても分析 した。
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第 2節 結果及び考察
(1)特別な支援を必要とする児童に対して行 う言葉かけや支援
【Al】
① 「共通理解」、「支援委員会」
本校では、私が作成 したソフ トによって約 350人のすべての子どもの
学習面、発達面、心理社会面、家庭面、をプログラムされた一覧化され
たデータを把握 している。その中に、特に発達系でピックアップされて
いる児童がおり、その子たちの個別の指導計画を作成している。本校で
は、月 1回の支援委員会に加えて、ロングの「子どもを見つめる会」と
いうのが学期に 1回、必ずある。そして、ショー トの「子どもを見つめ
る会」というのが毎週終礼の前に行われている。子どもに声かけするよ
り何より、職員間がお互いに共通確認する場がたくさんある。声かけを
する際に、全職員で確認 していることは、プラスの声かけをするつてい
うのは校長の方針 として出ている。
② 「予防的な声かけ」
気を付けているのは、予防的な声かけである。個々の児童の特性をみ
んなで共通理解 しているので、注意が必要な場面の少 し前に声をかける
ようにしている。特別支援学級の児童だけではなく、通常学級にも支援
を必要とする児童が多いので、その児童についてはみんなで共通確認を
行い、事前にしてほしい声かけを伝えている。
【A2】
① 「共通理解」、「肯定的な声かけ」
発達に課題のある子 どもや情緒的に不安定な児童は禁止の声かけに
敏感に反応 し、イライラ感が増 し、パニックや、破壊的な行動につなが
ることも多い。そのため、職員会議で共通理解を行い、児童の安全や周
りの児童の身に危険があると感 じられるとき以外は禁止の言葉を使わ
?
?
ないようにしている。あいさつ等肯定的な声かけをするように努めてい
る。
【Bl】
① 「発達に応 じた対応」
理解できる言葉を選び、声かけをしている。学年にあつた言葉づかい
をしている。
結果より、【Al】、【A2】の回答より、「共通理解」というキーワー ドが
抽出できた。これにより、言葉かけや支援を行 う際には職員間において
共通理解を行い、児童に対 し、どのような時にどのような言葉かけを行
うのか等の確認を行 うことが重要であることが分かつた。特に、【Al】
が行っていた定期的な共通理解の場である「子どもを見つめる会」は、
児童の状況の変化や保護者からの要望等を共有するための有効な場で
あり、このような場を専用に設けることによつて、教員一人一人がより
児童の実態と向き合 うことにつながると考えられる。
また、【Al】の回答より、「予防的な声かけ」や、【A2】の回答におい
て得られた「肯定的な声かけ」についても有効なキーワー ドであり、教
員のこのような接 し方は、定型発達の児童が言葉かけを行 う際の見本と
して作用することが考えられる。そのため、日常的に教員が、このよう
な働きかけを積極的に行 うことによつて、定型発達の児童が特別な支援
を必要とする児童に言葉かけや支援を行いやすくなることや、定型発達
の児童の人間理解が肯定的に促進されることも期待できるだろう。その
際、【Bl】より得られた、「発達に応 じた対応」も重要であり、児童の発
達の段階や特性に応 じた、声かけや支援の工夫を行 うことが必要となる。
(2)教員の知識や理解を促進するための具体的な研修内容
【Al】
① 「個別の支援計画の作成」
全教師で個別の支援計画の作成 を、夏休み、冬休み、春休みに行 つて
いる。通常学級の児童の個別の支援計画 を全職員で作つてい る。チェッ
ク リス ト方式の ものを用いている。みんなでチェック して、グラフを見
て、だいたい 30分程度で、作れ るよ うになっている。
② 「講話」、「特別支援教育連盟」
講話は、今年は私が 5月に行った。毎年いろいろ異なるけれど、本校
では、事例検討会や、講話を聞いている。また、必ず授業公開があつて、
特別支援学級の授業公開と研修会、こちらの研修会では、事務所等から
講師を招き、研修会を行つている。特別支援学校の見学については、特
別支援学級を担当している先生方が行つている。地区特連 (地区の特別
支援教育連盟)というものがあり、そこの研修会に、 うちから希望者が
だいぶ参カロしている。
④ 「就学移行支援キャンプ」
A市では、行政の行つている研修会として「就学移行支援キャンプ」
というものがある。そこには、保護者や子どもや大学の先生や、ST、OT
等が集まり、一人一人の支援策を立てている。その研修会は、とても良
い学びの機会となる。そのキャンプは、見学依頼がとても多い。
⑤ 「研修への工夫」
気を付けているポイン トや大事にしているポイン トとしては、教師が、
「これならできるかも」や、「これは、やつているかもしれない」のよ
うに、今すぐやつてみたいと思えるようなものをなるべく設定するよう
にしている。A市の先生はとてもよく頑張つているように感 じる。けれ
ども、特別支援の視点で見た時に、価値あることをたくさんしていても、
そのことに意味づけがされていないため、やっていて疲労感があり、本
当にこれでいいのだろうかと悩んでしまう。しかし、自分のやっている
ことに先生たちが、価値づけができれば、先生の疲労感も違 うし、やる
気も高まっていく。なおかつ、子どもの立場に立てるようなものが、あ
ったらいいなと思つている。
【A2】
① 「授業研究会」、「講師による研修」
「授業研究会」とい うものは毎年行っている。特別支援学級というの
は経験がない教員にとっては未知の世界で、特別支援学級での学習の仕
方は、通常の学級と全然違 う。そのため、どのような授業を行つている
のか校内研修会として授業研究を設定している。そして、授業研究の後
は、協議会を開いている。特別支援学級での学習と通常学級での学習が
つながり、特別支援学級でつけた力が、みんなと一緒の学習の中に生か
されることが、子どもたちの肯定感や自信の向上につながっていく。そ
のため、お互いに授業を見合 うことや、通常学級の中にも個別の支援必
要な児童もいるので、理論的な面や、どんな支援をしたらいいのか等具
体的な支援の仕方については、講師を招いて研修会を開いたりもしてい
る。
② 「特別支援教育研究連盟」
全職員が参加する講師を招いての研修会は、だいたい年 1回行つてい
る。 しかし、特別支援学級の先生の研修会は年間 5、 6回程度行つてい
る。そこでは、他の学校の特別支援学級の先生等が集まっている。A市
の、「特別支援教育研究連盟」というものが定期的に(月に 1回程度)主
催する研修会では、他の学校の授業を見たり、講習をしたり、お互いの
実践の交流や講話等が行われている。障害の種別で学級があるので、そ
の学級と同じ学級の先生が集まり、自分の作成 した教材や、教材の交流
や、悩み事等の情報交換も年間の研修会の中で行われている。講師の先
生 (例えば特別支援学校の先生とか)の、講演会等も行われている。
【Bl】
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① 「支援委員会」
支援委員会というものが、月 1回ある。そこで職員同士での共有や、
支援方法をそれぞれの立場から話 し合つている。
結果から、【Al】、【A2】より「特別支援教育研究連盟」、「授業研究会」
【Al】より、「個別の支援計画の作成」、「移行支援キャンプ」、というキ
ーワー ドが抽出できた。
「特別支援教育研究連盟」のように、市内の特別支援学級の教員が集
まる機会では、教員が児童の支援をする際に抱いた疑問や不安等を交流
することができる。そのため、教員の悩みに応 じた実践的な情報交換の
場となるだろう。また、専門性の高い教員や、経験の豊富な教員からの
ア ドバイスも得ることができ、教員の不安解消や意欲や専門性の向上に
もつながることが期待できる。また、「個別の支援計画の作成」につい
ては、【Al】独自の取組みである。これは、【Al】の回答者の専門性が高
く、大学院で移行支援計画についての研究を行つてお り、そこで作成 し
たツールがあったため(重富、2014)、このような取組みを行 うことがで
きたと推察できる。
「移行支援キャンプ」というのは、平成 18年度よりA市で行われて
いる、特別事業であり、参加する子どもの保護者をはじめ、保育士、教
員、臨床心理士、保健師、行政職員等約 90名が参加 し、保護者と対象
児、担当者 (各1名)、 助言者 (複数)を1ユニットとした実践的なケース
カンファレンスである。この事業では、前日の事前研修を含め 4日間、
教育的ニーズの把握や将来のビジョンの共有等を療育や、保護者を踏ま
えたミーティング、スタッフによる事例検討を踏まえ「成長記録ファイ
ル」を作成 していく。この事業と並行 して、教育委員会主催の就学相談
も実施されており、個別の指導計画や教育支援計画の作成も円滑に進め
る効果をもたらしている。このような成果もあり、A市は、平成 19年度
より、教育委員会が、医療や保健、福祉等の関係機関と連携 し、発達障
害への早期支援を総合的に行 うための実践的な研究を行 うためのモデ
ル地域に指定されている(大神、2008)。このような、行政を挙げた連携
の場は、保護者の不安を取り除くことや、教員の指導の専門性を高める
ことにつながり、顔の見える支援体制の構築が期待できる。
また、A市では、市民啓発や専門性の向上を目指した取組みとして「発
達コロキウム」と称する誰でも参加できる研修会も開催 している(大神、
2008)。このように発達障害に限らず、地域の特性に応 じ、様々な障害
種について行政が積極的に理解を促進するための取組みを行つていく
ことによつて、障害について知る機会や、当事者の抱える困難さに気づ
くことができるだろう。そして、このような行政からの後押 しは、教育
や福祉に関わる人たちが、リーダーシップを発揮 して行動を行いやすく
なる環境を作 り出すことが期待でき、今後、さらに必要となるだろう。
「授業研究会」では、特別支援学級の授業を見学し、協議会を行 うこ
とや、専門家を呼び、授業後に研修を行つているという回答を得ること
ができた。これは、【A2】① 「授業研究会」、「講師による研修」の中に
もあつたように、経験のない教員にとつては、特別支援学級の学習の仕
方は、想像 し難く、「見る」ということが、児童 との接 し方や、授業の
際の工夫等、参考にすることができる。これは、「特別支援学校の見学」
においても同じことが言える。しかし、すべての教員が特別支援学校ヘ
行き、授業を見学することは、行い難く、特別支援学校のセンター的機
能を活用する等して、授業への工夫や配慮する点等について、より専門
性の高い教員の視点を踏まえた研修会を行つていくと良いだろう。
また、その際には、【Al】⑤ 「研修への工夫」にあったように、ただ
研修を行 うのではなく、教員が取組みやすいものや、今行つていること
に意味を見出すことができるような研修を行 うことが大切であり、学校
の実態や教員の要望を把握すること等の配慮が望まれるであろう。
(3)学校内や学校外での連携
【Al】
① 「要保護児童ネットワーク」、「市役所」
担任や保護者の方以外での連携としては、「要保護児童ネットワーク」
や子どもに関する全体のことを担ってくれている所として「市役所のこ
ども課」がある。例えば、特別支援学級の児童の保護者に知的な課題が
ある保護者がいた場合には、こども課やお母さんのジョブコーチや児童
クラブの方も合わせて会議を開き、通常学級の児童で発達の状態が厳 し
く、虐待報告があつた場合は、やはり子ども課の方とSSW(school social
worker)の人と連携をすることもある。
② 「校区事業」
A市では、校区事業 (中学校をもとにして集まってくる小学校との連
携)がとても盛んにおこなわれている。そこで、小中連携 と保幼小連携
と中高連携を行つている。そのため、交流もするけれど、幼稚園に出向
いて様子を見て担任の先生や保護者の方と会議を行い、保育園の先生と
移行支援計画を作つて、学校にもつて上がるようになつている。また、
小学校 6年生は保護者と一緒に移行支援計画をつくって、中学校にもつ
ていき、中学校の先生と一緒に会議を行 う。それは、高校まで行つてい
る。
③ 「システム化」
連携をする際に難しいことは、いかにシステムにするかである。やは
り、リー ドする人が大切であると感 じる。私は今年でこの学校が6年目
なので、受け継 ぐ人や、つながるようにシステム化できるように、なる
べく手を引きながら、サブの特別支援教育コーディネーターを置いて、
引継ぎながら一緒に行 うのだけれども、やはり、そこに溝ができてはい
27
けないと思 う。それが一番大きな課題である。
④ 「人材不足」
小学校は SSWやSC(school counselor)があまりいないので、本校は、
人権同和で一枠担任 していない人がいるので、動くことができるけれど
も、他の学校は人材が少なく、そういう人を呼び、ア ドバイスを受けた
いのだけれども、なかなか臨機応変にそれを行えないとい う話は、よく
聞きく。
【A2】
① 「校内支援委員会」、「人材不足」
学校組織の中に校内支援委員会を位置づけ定期的に連携を行ってい
る。子どもの状況は日々変化するので、定期的に見通しをもつて支援を
行 うことはすごく大事になる。けれども、臨機応変に対応 していくこと
もかなり多く、その時に担任は授業を行つているため動ける人が限られ
ている。その場合は、担任以外の人が動かなければいけないので、普段
から担任 との連携や教員同士の横のつなが りをもつことが必要 となっ
ている。
② 「状況に応 じた指導支援」
連携を行 う際に感 じる困難点は、状況に応 じての指導支援は、教員の
主案にかかつている所があるので難しいと感 じる。関わる人は誰でもい
いわけではなく、誰がどんな声かけや指導をしていくか、誰がそばにい
るか、児童に対して、異なつてくる。また、とっさにどう行動 し対応 し
ていくかも難 しい。
【Bl】
① 「生活面での安定」
連携の際の工夫は、まずは、学習よりは生活面 (気持ちの面)が安定で
きるようにしている。
結果 よ り、連携 の中身 としては、教員や保護者等 との連携 である 「学
校 内連携」 と幼稚 園や 中学校 、市役所等 との連携 である 「学校外連携」
の2つに分けることができた。 これ らは、児童の実態やその状況下に合
わせ て進 めてい くことが求 め られ る。 また、「学校外連携」 を行 う際に
は、校 内の関係者や保護者 の方 と共通理解 を測つてお くことが必要であ
り、その際に 「学校内連携」を うま く活用 してい くことが望ま しいであ
ろ う。
「学校内連携」として 【A2】、【Bl】より「校内支援委員会」というキ
ーワー ドが抽出された。これは、(1)の「特別な支援を必要とする児童
に対して行 う言葉かけや支援」において得ることができた、教員間での
「共通理解」を図るために必要な場であると考えられる。特別支援学級
の教員等と交流学級の担任が活発に情報交換を行い、特別な支援を必要
とする児童の学習がどこまで進んでいるか等を共有することによつて、
一緒に活動を行 う際に同じ内容を扱 う活動を行 うことができ、児童同士
での交流が行いやすくなるだろう。そして、「校内支援委員会」は(1)で
共通理解を図る場であつた「こどもを見つめる会」において述べたよう
に、何について話 し合 うかを明確に位置づけた場であるため、教員一人
一人が、児童がどのような状況下にあり、どのような支援をしていくの
かについて、積極的に考え、理解をする場として有効となる。
「学校外連携」としては、【Al】より「要保護児童ネットワーク」、「こ
ども課 (市役所)」、「校区事業」というキーワー ドが抽出された。【A2】
のように、児童の抱える事情に応 じて地域や行政機関と積極的に連携で
きる環境を整えることによつて、児童やその保護者に対して包括的な支
援を行 うことができ、学校外でも児童を支える体制を築くことができる。
また、「校区事業」では、同じ校区の中で交流や個別の移行支援計画の
作成を行なつてお り、幼稚園、小学校、中学校、において一貫した支援
を行 うことができることや、地域の中でお互いに気 にかけあ うことにつ
ながると考え られ る。
連携をする際の困難さとして、【Al】、【A2】より「システム化」、「人
材不足」や、「状況に応 じた対応」というキーワー ドが抽出された。【A2】
② 「状況に応 じた指導支援」の中の「何かあった時に動ける人が限られ
ている」という回答からも、教育現場の余裕のなさや多忙さを感 じ取る
ことができる。そのため、外部機関と連携をしようとしても、そこまで
手が回らないことや、児童の状況に応 じた対応や十分な話 し合いができ
ないまま移行支援計画を作成入学してしま うとい う可能性 も考えられ
る。このようなことを避けるためにも、校内にゆとりのできる校務分掌
を配置する等、学校長を中心に余裕のなさや多忙さを緩和する工夫を行
う必要があるだろう。また、「システム化」については、教員は3年～6
年程度で人事異動により、違 う学校に勤務することになる。それにより、
これまで作り上げてきた「システム」が根付く前に学校を移動してしま
うという可能性も考えられる。そのため、「システム」をどのように次
に引き継いでいくのかが重要であり、余裕をもつて引継ぎをできる工夫
を行 うことが望まれる。
連携の際に、行つている工夫としては、【Bl】より「生活面での安定」
が抽出できた。このように、支援をする際に、大切な視点を共有させる
ことによつて、どの教員も一貫した支援を行 うことが可能になる。たく
さんの注意事項や配慮事項を伝えることも大切であるが、まずは、支援
を行 う時にどの面を重視 して支援を行 うのかを明確に示すことによっ
て、支援することに慣れていない教員でも躊躇することなく的確な支援
を行いやすくなるだろう。
(4)定型発達の児童の障害理解を促進するための取組み
【Al】
① 「特別支援学級の話」、「人権教育の手引き」
4月に全クラスに特別支援学級についての話をする。本年度から、「人
権教育の手引き」を、A市で作成 して使い始めている。その中に例文が
書いてあり、その例文について話をするようにしている。基本的に、全
ての学級に特別支援学級の児童がいるので、それについての話をするよ
うにしている。手引きの中には、低学年用と高学年用があり、教員がそ
れをアレンジして話 している。担任が特別支援学級でのその子の頑張り
をクラスの中で報告はするようにしている。子どもの発達段階に応 じて、
教材を選び、その教材をどのように伝えるか等も、先生によって違って
いる。
② 「交流及び共同学習」
交流をよく行つている。おそらく、他地区では、現学級が特別支援学
級で通常学級に通つているのだろうけど、A市では、現学級が通常学級
で、特別支援学級に通つている。ここが、大きな違いである。そのため、
特別扱いしておらず、自分の特性に合わせて、その時だけ、いろんなと
ころで学習しているという意識がある。
③ 「福祉体験」、「居住地交流」
授業では、4年生は、車いすやアイマスク体験や盲導犬等の福祉体験
を行っている。また、居住地校交流として、年に1～2回、3人の特別
支援学校のお子さんと1年生の時から交流を行つている。その際、児童
の特性等をどのように伝えているかについては、その子たちとは、保育
園が同じであつた。だからお互いに「久しぶ りだね」の関係になる。た
だ、お互いに細かく好きなことの連絡は取り合っている。いつもと違 う
環境に入る方が緊張するので、特別支援学校でやつていることや、児童
の好きなこと等を大事にして授業を組み立てるようにしている。
【A2】
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① 「日常的なや りとり」
特別支援学級に在籍 している児童も通常学級に在籍 している児童も、
基本はみんなと一緒に過ごしたいという気持ちがある。そのため、朝の
会や掃除、給食等学級集団として活動する内容では、一緒に活動 し、特
別支援学級に在籍 している児童も、通常学級の一員だと自然に感 じるこ
とができるようにしている。その際は、特別支援学級に在籍 している児
童のことを、周 りの児童がマイナスに提えないように、できないから特
別支援学級に行くのではなく、自分のわかりやすい学習の方法で学習し
ているということを、担任が理解 し児童に伝えている。また、特別支援
学級に行く時は、「行つてきます」、「行つてらつしゃい」や「ただいま」、
「お帰 り」とい う日常的なや りとりをして、意識が自然に身につくよう
にしている。
② 「新入生への紹介」
入学後すぐは、特別支援学級の児童 自身も、「なんでみんなと一緒に
学習 しないのかな」や、「なんで自分だけこの教室に行 くのかな」とい
う不安をもつてお り、通常学級の児童と一緒に特別支援学級で学習の体
験や、ちょつとしたレクを行つている。特別支援学級には、異学年が一
緒に集まってお り、異学年の児童との交流や、特別支援学級の先生が 1
年生の学級に入 り、特別支援学級での学習を紹介 している。
③ 「伝える活動」
特別支援教育と人権教育や道徳教育とは、相手のことを考え、思いや
るという部分で共通する部分があるように思う。授業の中では、道徳の
時間に、「ガイジ」とい う発言についての授業や、言葉の大切さを伝え
る授業を行なつている。また、道徳以外の授業の中でも、自分の考えを
伝えられるように、隣同士で自分の考えを伝えあう活動や、2～3人の小
グループの中で自分の考えを交流させる活動等、自分の考えを伝える活
動は大事にしている。
④ 「ガイジ発言への対応」
「ガイジ」発言に対する指導は、直接聞いた場合は、その時に言葉の
意味や、どうしてこの言葉を使つたのか、どんな気持ちで使つたのかを、
発言した本人から聞きとる。その際に、その発言を受けた児童がいた場
合、相手にも、言葉の意味や、言われてどう感 じたか、自分も使つたこ
とがあるか等の事実を聞き、言葉の意味や、その言葉は絶対使つてはい
けない言葉だということを指導している。また、その発言を聞いた周 り
の児童が、どう感 じるかとい うこともすごく大事と思 うので、「それは
絶対言つてはいけない言葉だよ」と言える子どもを育てるため、日ごろ
から人権意識を高める指導が必要となる。このことは、必ず人権教育の
担当者に報告 し、学校の実態として把握 し、学校としてどのような指導
をしていくか、どのように改善していくか協議を行 う。それ らは、市の
教育委員会に報告するようになっている。
⑤ 「人権教育の手引き」
「ガイジ」という発言は、同市の他の学校でも、課題になっているた
め、昨年度、市の人権担当者が中心になり、「人権教育の手引」を作成
し、その中に、「ガイジ」発言についての授業をどのように進めるかと
いうのも記載されている。そのため、A市のすべての小中学校で段階的
に見通 した授業を行い、「ガイジ」発言をなくすということを 1つの目
標 として、今年から手引書を使いながら授業を行つている。これは,市
の全教職員が一人 1冊もつている。
⑦ 「交流及び共同学習」
特別支援学級では、ほとんど国語と算数、生活単元や自立活動、高学
年では社会や理科も単元によつてはあるけれども、それ以外の体育、音
楽、生活科等は、集団での活動の方が児童も楽しく、お互いに良い刺激
があり、いい面も多く、それ らは一緒に活動している。また、要望は毎
年県に挙げているけれども、A市にはまだ特別支援学校がなく、B市と
契約を交わし、B市の特別支援学校にいけるようになつている。
③ 「居住地校交流」
居住地校交流では、担任同士が打ち合わせを行い、聴覚に障害や、肢
体不自由の場合には、その子の紹介を行い、得意なことやできないこと
や配慮 してほしいことを提示し、その中で子どもたちに考えさせている。
【Bl】
① 「新入生への紹介」
入学 してくる 1年生に対して、4月ぐらいに、特別支援学級について
説明している。特別支援学級に招いて教材やゆっくり学習する所だとい
うことを伝えている。そうすると、不思議な顔をする児童は少なくなっ
た。
② 「保護者の話」
特別支援学級に通つている児童の保護者 と定型発達の児童が話をす
る。
結果より、【Al】、【A2】「居住地校交流」、【A2】、【Bl】から「新入生ヘ
の紹介」、【Al】では、「特別支援学級の話」、があげられた。どの学校も、
特別支援学級に対する見方や、そこに在籍している児童について、肯定
的な見方ができるような説明を行 う機会を設けていた。特に新 1年生に
おいては、初めての学校生活となるため、特別支援学級やそこに在籍す
る児童について、否定的な見方につながる説明にならないように十分配
慮する必要がある。
「居住地校交流」については、児童に何をするか考えてもらう際に、
どの学校でも配慮事項を明確に児童に伝えており、お互いに有意義な活
動を行えるように、教員同士が打ち合わせを行 うことが望まれる。また、
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【Al】、【A2】の回答にあつたように、児童が交流の際の活動の内容を考
えるということで、相手について考え、必要な支援を話 し合 う機会にも
なり、それが、児童の障害への考え方や理解にもつながっていくと推察
できる。A市においては、市内に特別支援学校がないため、「幼稚園が一
緒だった」や 「1学年の時この学校に通つていた」等、特別な支援を必
要とする児童と幼い時から接する機会があり、このことは、児童の人間
理解にとても有意に働 く可能性が高い。そのため、指導に携わる者は、
特別な支援を必要とする子どもの抱える「困難さ」や見て取れる「違い」
に対して、児童が理解できる言葉で話し、ファミリアリティを高めてい
くことが大切である(徳田・水野、2005)。
また、【Al】、【A2】の回答より、A市の学校で行われている日常的な「交
流及び共同学習」は定型発達の児童の特別な支援を必要とする児童に対
する肯定的な理解を促進するために有効な機会であると考えられる。芝
田(2013)は、授業以外の日常的な学校生活の中で児童生徒とふれあう時
に人間理解をベースとし、必要であれば指導を行 うという意識が欠かせ
ないと述べており、A市でのこの取組みは、日常的にその機会を作って
いると言えるだろう。【Al】②、【A2】⑦ 「交流及び共同学習」での回答
にもあつたように、A市では、特別支援学級に在籍 している児童も、国
語や算数等、自分のペースで学習する教科や自立活動以外の生活科や音
楽等の教科や朝の会や給食、掃除等は現学級に属 し定型発達の児童と一
緒に活動している。そのため、日常的に「交流及び共同学習」を行つて
いるのだけれども、児童にとつてはそのような自覚はなく、同じ学級で
学習することが当たり前という意識がつくられていく。さらに、特別支
援学級に行くときに「いつてらっしゃい」と送 り出すことや、帰つてき
たときに「お帰 り」ということによつて、特別支援学級に在籍する児童
が、いわゆる「お客さん」として扱われることなく、クラスメイ トとし
て一緒に活動することができ、このような日常的な取組みはお互いの人
間理解を促進する取組みとして、とても意義のあること考えられる。し
かし、この取組みを行 うことによって、デメリットを感 じる児童が出て
くることはあってはならない。そのため、取組む際には、定型発達の児
童の特別支援学級に在籍している児童への理解を促すとともに、お互い
の人間関係を構築できるように、児童の特性やそれに対する支援や配慮
を考える機会を設けることや様々な トラブルについての対応を教員間
で行い共通理解 しておく必要がある。
【Al】、【A2】でみられた、障害児という言葉を略した差別語である「ガ
イジ」という発言については、以前よりA市内において問題として挙げ
られており(毎日新聞、2015)、A市では、「人権教育の手引き」というも
のを作成 し、児童の発達に応 じた系統的な理解の促進が行われるように
なった。「人権教育の手引き」は、平成 27年度より、A市内の小中学校
に勤務する教員に、一人一冊配布 されており、障害理解や、社会性を系
統的に育てるための授業案等が記載されている手引書である。また、そ
のような発言を聞いた場合には、発言した児童、された児童から、詳細
の聞き取り、指導を行い、そのことを市の教育委員会に報告するように
なっている。このことからも、「しかる」のではなく、発言をした児童
がいけないことをしてしまったと理解できるような指導を行つている
ことが推察できる。このような指導や、その発言を聞いた周囲の児童に
対しても、どのように感 じたか、という介入を行つていくことによって、
差別語やその言葉のもつ危険さについて児童が深 く考える機会につな
がつていくだろう。
(5)保護者の障害理解促進に向けた働きかけ
【Al】
① 「特別支援学級の説明」
保護者への取組み としては、A市では、入学式の時に校長先生が必ず、
特別支援学級についての話 をす る。それか ら、今 は、入学説明会で も話
を して もらうよ うに している。また、啓発文書を作 り保護者集会でも話
題 に している。
② 「保護者相談ルーム」
第 2土曜日と夏休みの 3日間に「保護者相談ルーム」というものを開
催 している。養護の先生とで行つている。チラシを作つて、「何か心配
事があったら来てください」というルームを開設 し、そこに来る保護者
がとても多い。自分の子どもが 「友達とうまくっているかな」とか「ど
うしても忘れ物が多くて困つている」とか「何度やっても漢字ができな
い」とかいろんな悩みで相談に来られる。その時に、いろいろな話をす
る中で、助言や、特性を調べるための検査につなげることもある。
③ 「特別支援学級の通信」、「保護者講演会」、「保護者交流会」
特別支援学級通信は特別支援学級での頑張り等を載せている。この通
信はどの学級にも貼つてある。また、保護者講演会では、大学の先生に
来てもうこともある。保護者の交流会は、特別支援学級単独の交流会が
毎学期行われている。特別支援学級の児童の保護者がよく通常学級の児
童の保護者の方に相談されている。そして、相談ルームに回されること
が多い。
④ 「人権地域公開日」
学習理解を深めることも行つている。昨年は、障害児教育に特化 した
人権教育の人権地域公開日というのを行い、保護者や地域の人や区長さ
んや人権同和教育支部道教の方等を招き、一斉授業を行い、その後、学
級集会で保護者啓発文書をもとに話を行い、そして、地域の人に、本校
の取組みを説明した。
⑤ 「保護者の変化」
これ らの取組みをして、変わってきたことは、「ガイジ」とい う言葉
について、保護者の方や、地域のスポーツ少年団の監督等から、報告が
来ることも多くなつた。そして、子どもたちに話をしてほしい等の依頼
が来ることもある。そういう時には、プリントを作つて講演を行つてい
る。
⑥ 「保護者との共通理解」
障害のある児童の保護者から周囲の障害理解を促進 してほしいとい
う、「要望がある」とい うより、保護者の方が 「私が話す」とい う方が
多い。児童には担任が話すけれど、通常学級の保護者の学級集会で、特
別支援学級の児童の保護者が話される。入学前に必ず保護者の方と、ケ
ース会議を開き、児童への伝え方についての話をする。その中で、病気
のことは必ず伝えてほしいという保護者の方が多い。方向性が決まつた
ら、伝えやすく用紙 1枚にまとめて、「見つめる会」で共通確認をする。
【A2】
① 「特別支援学級の説明」、「学校便 りの配布」
入学式後、教室で通常学級の担任が挨拶 した後に、特別支援学級の先
生が、その学級の説明を行 う。すると、保護者の方にも自分の子どもの
学級に特別支援学級の子どもがいて、どのような学習をしているのか、
少しずつ理解 してもらえる。しかし、全然関わらない保護者もおり、学
校便りも配布 している。それだけでは難 しいが、一番は、子どもが本当
に楽しく生き生きと特別支援学級で学習し、交流学級でも楽しく過ごし
ていることが一番の理解につながると思つているので、そこは大事には
している。
② 「保護者との共通理解」
特別支援学級に入級する児童やその保護者はわが子に偏見をもたれ
るかもしれないという心配や不安を抱いている方もお り、必ず事前に打
ち合 わせ を行い、保護者 の方 と十分話 をす るよ うに してい る。そ して、
入学式の前の 日に、呼名や、立った り座 った り等の リハーサル を行 うよ
うに している。
③ 「参観 日への設定」
この小学校では、2年前から、言葉について指導する必要があると感
じ、3年次の道徳の時間に、「ガイジ」という言葉について、考えさせる
授業を行つている。その授業を参観 日に設定したら、今までは教師が直
接聞き、その発言を把握するだけだつたが、保護者の方から、うちの子
どもが 「言つたみたい」、「使ったみたい」、「言われたみたい」と連絡が
くるようになり、子ども同士でその発言を聞いて、「それはいけない言
葉だよ」や、「誰々さんが言つていた」等、言葉を敏感にキャッチでき
るようになっている。2年前は 1年間の中で 7、 8回報告書を書いていた
が、半分以下に減つてきた。
④ 「保護者の意識の変化」
A市では、特別支援教育はものすごく熱心に行われてお り、市の教育
政策の中でも重点政策に位置づけられている。X県も特別支援教育を大
事にしている。これ らの取組みによる変化とはいえないけれど、各学校
において熱心に取組みを行つており、保護者の理解はとても進んでいる。
年に 1回の就学相談では、発達検査や保護者と面談を行ってお り、年々
相談者数が増えている。「特別支援学級に在籍する」ことに対 して、拒
否感が強かつた時期もあつた。しかし、今は自分の子どもの特性に合つ
た指導をしてもらいたいという保護者が増えてきている。これは、自分
の子どもの可能性を広げるために特別支援学級の方が良いとい う風に
考える保護者が増えているからだろう。そのため、他校でも特別支援学
級が増えている。本校でも知的の特別支援学級が 2クラスになつた。ま
た、A市では就学相談の前の健診との連携のネットワークが丁寧に行わ
れているので、それも、保護者の障害理解の高さと関連 しているように
感 じる。
⑤ 「横の情報交換」
障害のある児童の保護者から周囲の障害理解を促進 してほしいとい
う要望があつた時の対応は、1つは、同じように悩まれている方、不安
に思つていらっしゃる方がいるので、そこで、いろいろ情報交換 したり、
悩みを話 し合つたり、横の情報交換を行つている。学級集会や懇談会は、
通常学級の学級会と別に支援学級の保護者会も設定し、特別支援学級だ
けの保護者会を開いている。
【Bl】
① 「家庭との連携」
実際におこなっている取り組みとしては、家庭と連携 して、学習面と
生活面での目標を1つずつもたせ、両方できたら帰 りの会で、自分でシ
ールを貼つている。そうすることで、意識づけになるし、効果があると
は思つている。
② 「保護者との交流」
定型発達の保護者の方には、懇談会の折に、1年生の特別な支援を必
要とする児童の保護者が交流学級の保護者の方に進んでお話 しされた
いということで、挨拶を行い、交流する、ということがあつた。
③ 「保護者との共通理解」
障害のある児童の保護者から周囲の障害理解を促進 してほしいとい
う要望があった時の対応としては、保護者の方とよく話をし、方向性を
合わせながら対応 していくことが大事だと感 じる。
結果から、【Al】より、「保護者相談ルーム」、「保護者交流会」、「保護
者講演会」、【A2】より「学校便 りの配布」、【Bl】より「保護者 との交流」
というキーワー ドが抽出できた。
「学校便 りの配布」については、【Al】③においても、「特別支援学級
の通信」というキーワー ドが得られた。特別支援学級の児童がどのよう
な活動を行つているのかを、特別な支援を必要とする児童と関わること
が少ない定型発達の児童の保護者の方に関心を持ってもらいやす くな
るのではないかと考えられる。【Al】においては、各学級に約一人は特
別支援学級に在籍する児童がいるため、どの学級の保護者も、学級参観
等で掲示されている通信を見ることができることから、掲示でも効果が
得られやすいだろう。また、このような学校からの働きかけは、特別な
支援を必要とする児童の保護者にとっても心強く感 じられ、学校と保護
者との信頼関係を築くことにもつながるだろう。
新 1年生に関係する働きかけとしては、「特別支援学級の話」、「特別
支援学級の紹介」、【Al】①「特別支援学級の説明」より、近年では、「就
学説明会でも特別支援学級について話をしてもらうようにしている」と
いう回答も得ることができた。新 1年生として入学してくる児童に特別
な支援を必要とする児童がいた場合、慣れない環境や知らない人や、多
くの人がいることへの不安等によつて、急な発作が起きることやパニッ
クに陥ることも考えられる。そのため、学校側と保護者 とで事前に確認
をし、子どもに見通しを持たせることで、それらを防ぐことにもつなが
るだろう。また、特別な支援を必要とする児童の保護者においても、【A2】
② 「保護者との共通理解」にあるように、学習面や、友人関係、偏見等
の不安を抱えていることも考えられ、事前に十分な話 し合いや就学相談
を活用 し不安を取 り除くことが望ましいだろう。
【Al】④ 「人権地域公開日」や、【A2】③ 「参観 日への設定」という
キーワー ドも抽出できた。【Al】では、一斉授業後に、障害理解につい
ての話や校内で行つている取組みについて保護者や地域の方に説明を
行つている。芝田(2013)は、障害理解に関する授業をした後、同内容に
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関して適切に保護者 0家族への啓発を行 うことが大事であると述べてお
り、実際に、この取組みを行 うようになってから、定型発達の保護者の
方から、「うちの子どもが差別的な発言をしていた」とい う連絡が来る
ようになったことや、地域の少年野球の監督等から「ガイジ発言につい
ての話をしてほしい」という声が上がるようになっている。このように、
児童 と保護者が差別用語について一緒に考える機会を持つことによつ
て、保護者自身の障害への価値観を考え直す機会になることや、実際に
子どもが差別的な言葉を使つた際に、対応することができ、一貫した指
導を行えることにつながる。【A2】では、近年、差別用語についての報
告書を書くことが減少 しているとい う回答を得ることができたことか
らも、この取組みは、保護者の障害に対する理解を促進する取組みとし
て有効であると考えられる。
【Al】の行つている、「保護者相談ルーム」は、保護者の抱える子ど
もに対する不安や悩みを相談することを通 して、保護者に人間の多様性
や障害に対する理解の促進を行 うとても良い機会であると考えられる。
それは、保護者が 「子育て」に安を抱え、その不安を相談することによ
つて、子どもの抱える困難さと向き合 うことができ、この時に、保護者
の関心や意欲が高まることが期待できるためである。金子(2011)は、「障
害」についてではなく、「子育て」とい う視点からのアプローチによる
介入を行 うことの有効性を示唆していることからも、定型発達の児童の
保護者も立ち寄 りやすく、身近な話題から入ることが可能であるため、
保護者の人間理解や障害理解を高めることにつながりやすいであろう。
【Al】②「保護者相談ルーム」にあるように、来談する保護者が多いこ
とから、子どもの様子で不安を抱えた保護者が多いことも推察でき、保
護者の個々の悩みから、困難さは誰にでもあることや、それに対する支
援を共に考えていくことによって、保護者に安心感を与える場としても
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とても有効な取組みであると考 え られ る。 しか し、この よ うなルームを
開設す るためには、人材やカ ウンセ リングや発達についての専門性が必
要であることや、時間の確保 も難 しいことか らも、 日頃か ら連絡帳や保
護者会等 を うま く活用 しなが ら、できる範囲で対応できる工夫 を行 つて
い くことや専門性 を高めてい くことが必要 となるだろ う。
【Bl】の 「保護者 との交流」については、保護者 の積極性や協力が必
要であ り、特別 な支援 を必要 とす る児童の保護者 の障害受容 の程度 を考
慮す ることや、学校 の障害理解 を促進す るための取組み を通 して特別 な
支援 を必要 とす る児童 の保護者 と信頼 関係 を築いてい くことが望 まれ
る。 また、「保護者への講演会」 については、保護者 の関心の程度 によ
つて、入 りやすい話題や身近なことや生理現象 をもとにす る等、話の内
容に工夫 を行 うことが必要であろ う。
しか し、これ らの取組みを行 う際は、予め特別 な支援 を必要 とす る児
童の保護者 とどの よ うな内容 であるか事前 の確認 を してお く等 の配慮
が必要だ と言 える。
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Ⅳ.総合考察
第 1節 回収率について
今回の調査において、X県のA市とB市にある6区中A市に隣接する
3区に質問紙の配布を行い、A市の回収率は、16校中 14校(87.5%)、B
市の3区での回収率は、59校中25校(42.4%)であり、有効回答が 59校
中22校(37.3%)であった。これ らと、研究 2の結果を合わせると、A市
では、教育委員会が積極的に働きかけ、学校長をはじめ個々の教員が障
害理解教育を行いやすいように、手引きの作成や、研修について工夫し
ているという背景が推察でき、その他にも、就学移行支援キャンプや市
民への働きかけ等、学校が障害理解の働きかけを進めやすい環境を作つ
ていたことが、個々の教員の障害理解の高まリヘとつながり、このよう
な高い回収率になつたと考えられる。B市については、回収率はそれほ
ど高くなく、保護者に対する障害理解の促進に関する必要性があまり浸
透 していないとい うことも考えられる。 しかし、B市の特性に合つた取
組みを進めている段階であり、今後の取組みの浸透に期待 したい。
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第 2節 保護者の障害理解を促進する働きかけ
今回の研究において得られた働きかけの在 り方について、以下に示す。
保護者の障害理解を促進する直接的な働きかけ
・障害理解教育の参観 日への設定
・保護者相談ルームの開設
児童を通 して促進できると期待できる働きかけ
0日常的な 「交流及び共同学習」
・保護者交流会
教員の人間理解や障害理解を高めるために有効な研修
・授業研究会
言葉かけや支援を行 う際に必要なこと
・教員の共通理解
・連携
上に示 したもの中から、学校が保護者の障害理解を促進するための働
きかけの在 り方として、特に、「障害理解教育の参観 日への設定」、「保
護者相談ルームの開設」に着 目して述べていきたい。
「障害理解教育の参観 日への設定」では、児童と保護者が障害理解に
ついて共に考える機会を得ることができ、授業参観後に行われる保護者
会等で、保護者同士で考えを共有することも可能となるからである。そ
の際、特別な支援を必要とする児童の保護者の気持ちや要望等を伝える
契機にもなるであろう。そして、この機会に、保護者が障害や差別用語
等について知識を得ることや、自分の障害観と向き合 うことや、児童と
同じ事象について考えることによつて、家庭の中で障害や差別について
考える機会につながることも考えられる。また、働きかけ実施後の保護
者の変化からも、保護者が差別語に対して敏感になり、わが子が差別語
を使つた場合や、使われた場合に、そのことに対して、保護者がそれを
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是正す る介入 を行いやす くなった と推察でき、このよ うに、児童 と保護
者 が同 じ題材 を通 して障害 について考 える機会 を定期 的 に設 けること
が保護者 の障害理解 を促進す るためには有効であると考 える。
しか し、このよ うな取組みを行 つてい くには、教員 の人間理解や障害
理解 に対す る知識や、教員の障害のある人 とかかわ り合 う等の経験が豊
かであることが望まれ る。芝 田(2013)は、教員への研修 において、全教
員 に対す る人間理解や、障害理解 に関す る基礎的な研修 と応用的な研修
が継続的に行われ る必要があると述べてお り、教員が十分な知識や 自信
をもつて授業 を行 うことができるよ うに研修 を組 んでい く必要がある。
また、研修 に加 え、A市が用いているよ うな 「人権教育の手引き」のよ
うな、児童の発達に応 じた授業案 をのせた手引きがあると、それ をもと
に教員 の経験やオ リジナ リテ ィを踏 まえた授業 を行 うことがで きるた
め、 自信 のない教員 も授業を行いやす くなることや、それ を用いた授業
研究会 を行 うことも可能 になるだろ う。そ して、 この よ うな手引きは、
教員の実践をもとに改訂 を重ねてい くことが望まれ る。
「保護者相談ルームの開設」においては、保護者の抱 える個別 の悩み
に即 して、ア ドバイスを行 うことを通 して、保護者 の障害についての考
え方を促進す ることができる。保護者が、わが子 との 日々の生活の中で、
様 々な不安 を抱 えている場合、その不安 を相談す ることによつて保護者
自身の気が楽 になることや、わが子の特性 を見つめなが ら、人間の多様
性や、一人一人のペースの違いを考 える機会 とす るこ とが期待できる。
それが、保護者の人間理解や障害に対す る考 え方 を見つめなおす ことに
もつながつてい くのではないだろ うか。
この取組み を行 う場合 には、養護教諭や必要に応 じて SC等と連携す
ることや、教員 と保護者 の信頼関係が構築できていることが求め られ る。
そのため、できる限 り学校 の教員が行 うことや、保護者が足を運びやす
い環境 を整 える必要があるだろ う。 しか し、時間の確保や相談室を開 く
人材 については、学校の実態 を考慮 しつつ、実情 に応 じた実践 を行 つて
いくことが必要となるであろう。今回の、研究 2(5)【Al】③ 「保護者交
流会」(p.36)で得 られたように、一度相談室を訪れた保護者からの口
コミによる拡散は心強く、この相談室の成功への足掛かりになったと考
えられる。また、教員が発達や特別支援教育について精通 していること
も望まれる。そのため、大学院等での研修を積極的に利用 し、特別支援
教育についての知識や、児童の発達に関する専門的な知識を持った人材
を育成 していくことが必要であろう。
これらの取組みを行つていくことで、すぐに保護者の障害理解を促進
できるということではなく、このような取組みを行いながら、校内の特
別支援教育の取組みを推進 していくことが重要である。今回の研究にお
いても、インタビュー調査を行つた 3校の様々な取組みについて知るこ
とができた。ここでは、「交流及び共同学習」について一考したい。
今回、研究 2において得ることができた、A市で行われている「交流
及び共同学習」での取組みは、定型発達の児童が日常的に特別な支援を
必要とする児童 とクラスメイ トとして様々な活動を行 うものであった。
このような取組みは、同じ学級の中に自分とは異なる様々な人がいるこ
とや、その人たちと日常的にふれあうことが当たり前という意識を児童
が持つことができる。これは、共生社会を作 り上げていくうえでとても
必要な意識であると考えられる。そして、児童の日常的な活動を通して、
保護者同士も関係性を構築しやすくなるのではないかと考えられる。こ
のように、児童同士のかかわり合いから、保護者同士もつながりを持ち、
関係性ができ、お互いの子育ての悩みを共有し合 うことや、お互いに支
え合 うことが可能となる。芝田(2013)は、障害理解の個人啓発の重要性
として、家族、親せき、友人等、既知の人たちを対象とするロコミ的で
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日常的な個人啓発は非常に効果的であると述べてお り、特別な支援を必
要とする児童の保護者が定型発達の児童保護者と、共に抱える悩みや、
困難さを共有していくことが、定型発達の児童保護者の理解を深めるこ
とにもつながるだろう。そのため、日常的に児童が共に活動することが、
保護者同士の付き合い方にも良い影響を与えることが期待できる。
今後さらに求められることとして、2016年4月に施行される、障害を
理由とする差別の解消の推進に関する法律により、学校における「障害
を理由とする不当な差別的取扱いの禁止」と「合理的配慮の提供」が義
務化されることからも、学校の教員が人間理解や障害理解について、考
え理解を深めていくことや、個々の教員が児童一人一人の困難さに対応
できるように専門性を向上させていくことが考えられる。そのために、
日々の共通理解に加え、研修において、特別支援学校のセンター的機能
を積極的に活用していくことや、学校長を中心としたゆとりを産み出せ
る校内体制作 りを行 う等の工夫を行つていくことが望まれる。また、今
回A市の取組みとして得られた「移行支援キャンプ」のように、行政か
らの後押 しがあることで、児童の生活する地域の中で顔の見える支援体
制を作 り上げることや、「発達コロキウム」のように、地域の人々の障
害理解を促進するための取組みを行 うことによつて、困難さを抱える人
が周 りから理解を得られて過ごしやすくなることも期待できる。また、
教育委員会が中心となつて、障害者差別をなくそうと明確な指針をもつ
て学校に働きかけることによつて、現場の教員もより具体的な目標を立
てて活動 しやすくなるだろう。特に、特別な支援を必要とする子どもに
対して早期に介入を行える環境があることや、就学相談においても、早
い段階から保護者が、障害についての知識を得る機会にもなるため、そ
の場を活用して、適切な知識や理解を促進するための介入を行 うことが
できることも期待 したい。
第 3節 研究を振 り返 って
今回の研究においての課題 として、第 1に、質問紙調査 において中途
半端なデータの収集 を行 つて しまった ことがあげ られ る。 これ は、本来
な らB市の 3区だけでな くB市全域、 もしくは、X県全域で行 うべ きで
あった。そ うす ると、A市とB市の比較や行政の違いによる、教員や児
童 の意識 の違 いについての考察 をさらに深 く行 うこともで きた と考 え
る。第 2に、質問紙 に関 して、「1.特別支援教育を推進す るための取組
みについて」の項 目が、「2.の保護者 とのかかわ り」に比べて多 く、本
研究の 目的を十分に達成す るだけの結果 を得 ることができなかつた。 も
う少 し、本研究の 目的に即 した質問紙の構成 にす る必要があつた と考え
られ る。また、質問紙 の尋ね方やその内容 に関 しての吟味 も不十分であ
ったため、回答者 に とつて、回答 しに くい項 目も見受 け られたのではな
いか と考 えられ る。これ は、質問紙の回収率が 50%だった ことにも関係
しているのではないだろ うか。第 3に、イ ンタ ビュー調査 において、回
答者が回答 して くれた ことに対 して、それ をさらに引き出す よ うな応答
をす ることができなかつた ことがあげ られ る。 これは、筆者がインタビ
ュー調査に不慣れであつた ことや、インタビュー調査 を行 った学校数が
3校と少なかった ことも要因 として考え られ る。また、A市2校とB市1
校 と学校数にわずかではあるが偏 りがあ り、それが、B市のデータの少
な さに影響 したのではないか と考えられ る。それ によ り、A市の行 って
いる取組みについてのデー タはた くさん得 ることができ、考察にも反映
させ ることができたが、B市の取組みに関す るデー タは少な く、少 し偏
った考察になって しまった ことが反省点 としてあげ られ る。そのため、
イ ンタビュー調査 について、前 もつて経験 を積 んでお くことや、意見を
引き出す ことができる応答の仕方について、深 く知 ってお くことが、必
要であ り、データの量に留意 してインタビュー調査 を行 うと、よ り考察
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を深めることもできる結果 を得 られ ることができたであろ う。
最後に、筆者 は、先行研究 より、小学校 において も、保護者 に対 して
障害理解 を促進す るための働 きかけを行 つてい る学校 は少 ない と考 え
ていた。 しか し、返信 された質問紙によると、働 きかけを行 つている学
校は非常に多 く、質問紙においては 「働 きかけを行いやすい もの」 と尋
ねていたため、も う一歩踏み込んだ質問を入れてお くな ど、質問紙への
工夫を加 えることによつて、よ り、研究の 目的に沿つた結果 を得 ること
ができただろ うと考 える。また先行研究等 と合わせ 、これ らの差が、 自
治体によるものなのか、学校種の違いによるものなのかまでは明 らかに
す ることができなかつたため、今後、よ り広範囲で質問紙調査等 を行い、
地域差 と行政 の支援体制 と関連 させ なが らそれ らにつ いての検討 を行
つてい く必要があるだろ う。
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第 4節 今後の課題
児童の障害理解を促進するための取組みは、どの学校でも行われてい
るが、保護者への障害理解を促進するための働きかけは、「必要である」
という意識はあるものの、まだ十分に浸透できていないのではないかと
考えられる。それは、研究 1の回収率の偏 りからも推察でき、積極的に
障害理解を促進 している所 とそ うでない所の差が地域や学校によって
顕著であることは、今後、解消していかなければならない課題であるだ
ろう。また、多くの学校では、児童に対する障害理解の促進に取組むこ
とに精一杯で、保護者の障害理解の促進まで手が回らないのではないだ
ろうか。それらのことを、改善していくことが今後必要となるだろう。
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貴校に特別支援学級等はありますか。           ( はい 。 いいえ
【貴校の特別支援教育への取組み等についてお伺いします。】
※以下の質問の回答として該当するものに○をつけてください。
1.貴校では、特別支援教育、インクルーシブ教育等の言葉は浸透していますか。
・特別支援教育……… …… (浸透している。していない)
。インクルーシブ教育… (浸透している。していない)
2.教員の方々は特別な支援を必要とする児童に対して言葉かけや支援を行つていますか。
( よくある 。 たまにある 。 あまりない 。 ない )
3.特別な支援を必要とする児童の学級担任の方は、その児童の保護者や特別支援コーディネータ
ーの方等と連携を行つていますか。
( よくある 。 たまにある 。 あまりない 。 ない )
3.子どもたちは、特別な支援を必要とする児童と一緒に楽しく遊んでいますか。
( よくある 0 たまにある ・ あまりない 。 ない )
4.子どもたちは、特別な支援を必要とする児童が困つている時、必要な支援を行つていますか。
( よくある 。 たまにある 。 あまりない 。 ない )
5.現在、貴校の教員の方々や児童は特別な支援を必要とする児童に対してどのくらい肯定的な理
解があると感じますか。「全くない」を 1「十分ある」を 10とした時、1～10の数字の内当て
はまる数を ( )に記入して下さい。
〔
6.学校の中で教員の方々の特別な支援を必要とする児童に対する肯定的な理解や支援方法を促す
ための研修等を行つていますか。
( 行つている 。 行つていない )
。「行つている」と答えられた方は行つている研修すべてに○をつけて下さい。その他の()は
何かあればお書きください。
特別支援学校の授業の見学 実践事例等の紹介
講師による話 (特別支援教育の現状や基本的な指導法等)
その他( )
?
?
7.学校の中で、教員の方々や児童の特別な支援を必要とする児童への肯定的な理解を深める取り
組みを行つていますか。
( 行つている 。 行つていない )
。「行つていない」と答えられた方、それはどうしてですか。
該当するもの1つに○をつけてください。その他の()は何かあればお書きください。
何をしていいのかわからない 時間が確保できない
取り扱いが難しい 対象児の保護者が求めていない
その他( )
8.学校で特別な支援を必要としている児童への肯定的な理解を促す働きかけとして行いやすいと
感 じるものに○を付けてください。(複数回答可)その他の()は何かあればお書きください。
【保護者とのかかわり等についてお伺いします】
※以下の質問の回答として該当するものに○をつけてください。
9.保護者の方の特別な支援を必要とする児童への理解は必要と感じますか。
( 感じる 。 感じない  )
10.保護者の方に特別な支援を必要とする児童への理解を促すために学校が働きかけを行
うことは (  必要である →Cへ 。 必要でない →Dへ )。
C「必要である」と答えられた方にお伺いします。
・実際に何か働きかけをおこなっていますか。
( 行つている 。 行つていない)。
障害シミュレーション体験 交流及び共同学習 介護等施設での交流
保護者の講演 専門家の講演 障害のある人の講演
ビデオや読書教材での説明 パンフレットの配布 子どもの様子等の説明
その他 ( )
。「行っていない」と答えられた方、それはどうしてですか。
該当するもの1つに○を付けてください。その他の( )は何かあればお書きください。
何をしていいのかわからない 時間が確保できない
取り扱いが難しい 対象児の保護者が求めていない
その他( )
D「必要でない」と答えられた方にお尋ねします。
。それはどうしてですか、該当するもの 1つに○を付けてください。
学校が行 うものではない 対象となる児童がいない
対象児の保護者が求めていない 時間を確保できない
その他( )
10.特別な支援を必要とする児童の保護者の方から、周囲への理解を促してほしい等の要望は
(  よくある 。 たまにある 。 ない )。
11.学校から保護者の方へ特別な支援を必要とする児童に対する肯定的な理解を促す働きかけと
して行いやすいと感 じるものに○を付けてください。(複数回答可)その他の( )は何かあれば
お書きください。
※これで回答は終了です。お忙しい中ご回答ありがとうございました。回答の結果につきまし
ては、分析後、郵送またはメール添付にてお知らせさせて頂きます。
ご希望の方法に○を付け学校の名前をご記入ください。メール添付をご希望の方は、Ema■ア
ドレスのご記入をお願いします。
郵送を希望します メー ル添付を希望します
学校名 :
Email:
パンフレットの配布 学校便り。学級通信等 特別支援学級等の紹介
保護者会等での説明。啓発 保護者の講演 保護者の交流会
その他 ( )
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